
 

（２）性質別経費  義務的経費、投資的経費が増加  

○義 務的経費 １,９５６億９７百万円（対前年度比 ＋６億７７百万円：＋０．３％） 

人件費の増加 （＋１億６５百万円：＋０．１％） 

扶助費の増加 （＋９４百万円：＋１．１％） 

公債費の増加 （＋４億１８百万円：＋０．７％） 

○投 資的経費   ５３３億２５百万円（対前年度比 ＋９億７百万円：＋１．７％） 

普通建設補助事業（▲６億７３百万円：▲３．０％） 

普通建設単独事業（＋１９億２８百万円：＋７．６％） 

国直轄事業負担金（▲４億７３百万円：▲１４．４％） 

災害復旧事業費 （＋３億５４百万円：＋４３．３％） 

○その他の経費 ２，０９６億７９百万円（対前年度比 ＋２４０億１０百万円：＋１２．９％） 

補助費等 （＋２４４億５１百万円：＋２３．６％） 

積立金  （▲２３億３百万円：▲２５．１％） 

 

   （単位:千円）

27／26 27／17

％ ％ ％ ％ ％

195,696,823 42.7 195,020,040 45.1 204,014,170 44.1 100.3 95.9

 125,107,483 27.3 124,942,661 28.9 130,518,784 28.2 100.1 95.9

退職手当を除く人件費 113,297,626 24.7 113,833,556 26.3 120,733,190 26.1 99.5 93.8

退 職 手 当 11,809,857 2.6 11,109,105 2.6 9,785,594 2.1 106.3 120.7

 8,682,894 1.9 8,588,513 2.0 11,091,885 2.4 101.1 78.3

 61,906,446 13.5 61,488,866 14.2 62,403,501 13.5 100.7 99.2

53,324,826 11.6 52,417,780 12.1 86,553,566 18.7 101.7 61.6

 52,152,183 11.4 51,599,567 11.9 67,087,751 14.5 101.1 77.7

 補 助 事 業 費 21,802,712 4.8 22,476,111 5.2 30,866,350 6.7 97.0 70.6

 単 独 事 業 費 27,445,223 6.0 25,516,969 5.9 29,910,674 6.4 107.6 91.8

 国 直 轄 事 業 負 担 金 2,801,668 0.6 3,274,564 0.7 5,892,951 1.3 85.6 47.5

 受 託 事 業 費 102,580 0.0 331,923 0.1 417,776 0.1 30.9 24.6

 1,172,643 0.2 818,213 0.2 19,465,815 4.2 143.3 6.0

209,678,630 45.7 185,668,194 42.8 172,399,374 37.2 112.9 121.6

22,651,877 4.9 20,763,858 4.8 20,548,564 4.4 109.1 110.2

9,026,218 2.0 9,206,266 2.1 7,467,095 1.6 98.0 120.9

128,254,569 28.0 103,803,583 24.0 85,446,625 18.5 123.6 150.1

6,888,502 1.5 9,191,664 2.1 6,557,182 1.4 74.9 105.1

21,075 0.0 22,129 0.0 4,156,355 0.9 95.2 0.5

39,475,841 8.6 39,495,279 9.1 42,604,850 9.2 100.0 92.7

3,360,548 0.7 3,185,415 0.7 5,618,703 1.2 105.5 59.8

458,700,279 100.0 433,106,014 100.0 462,967,110 100.0 105.9 99.1合 計

貸 付 金

繰 出 金

公 債 費

積 立 金

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

投 資 及 び 出 資 金

区 分

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

扶 助 費

27 年 度 決 算 額 26 年 度 決 算 額
対 年 度 比17 年 度 決 算 額

（ 10 年 前 ）

義 務 的 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

人 件 費

 

義務的経費：法令や性質上、支出が義務付けられており裁量的に減額できない経費で、人件費、扶助費、公債費

があります。公債費は、借り入れた県債の返済額です。義務的経費の割合は、財政の弾力性を示し、

その比率が高いほど財政が硬直化していることを意味します。 

投資的経費：道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧費等にあてられるもので、支出効果が長期間に及ぶ

ものです。 

 



性質別経費の状況

人件費

27.3 (28.9)

扶助費1.9% (2.0)

公債費

13.5% (14.2）

補助事業

4.8% (5.2)
単独事業

6.0% (5.9)

その他0.8% (1.0)

補助費等

28.0% (24.0)

貸付金

8.6% (9.1)

その他

9.1% (9.7)

義務的経費

42.7% (45.1)

投資的経費

11.6% (12.1)

その他の経費

45.7% (42.8)
歳出総額

4,587億円
（ 26 4,331億 6百万円）
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